様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年3月18日
　
　　経済産業大臣　殿
かぶしきがいしゃおきなわふぃなんしゃるぐるーぷ
株式会社おきなわフィナンシャルグループ
やましろ まさやす　   　　
	代表取締役会長兼社長　山城 正保   印 　 
住所　　　　　〒 900-8651　沖縄県那覇市久茂地3-10-1
法人番号　2360001029471　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画
2. 統合報告書 2023

	公表日
	1. 2021年10月1日
2. 2023年11月17日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1. 弊社HPに公表（記載個所：P.15）
https://www.okinawafg.co.jp/_themes/assets/file/Medium-term_management_plan305.pdf
2. 弊社HPに公表（記載個所：P.30）https://www.okinawafg.co.jp/shareholder_investor/ofg_report/
https://www.okinawafg.co.jp/_files/00054126/2023_all.pdf

	記載内容抜粋
	1. おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画
「当社グループを取り巻く環境」（P.15）：
「デジタル化の進展、デジタルネイティブ世代の増加、非対面取引へのシフト、新たな事業領域の拡大」
「目指すべき姿」（P.19）：
「金融領域と非金融領域の融合によりカスタマーエクスペリエンス（CX）を実現し、地域社会とともにレジリエントかつサステナブルに成長する総合サービスグループ」
「持株会社体制におけるビジネスモデル」（P.21）：「デジタルトランスフォーメーションによる非対面サービスとヒューマンタッチによる対面サービスを一体的に捉え、快適・信頼・感動を提供することによりカスタマーエクスペリエンスを追求」

2. 統合報告書 2023
「DXロードマップ」（P.30）
「当社グループは、（中略）、現段階の1st Phaseにおいては、お客さまの利便性向上、業務プロセスの変革や経営資源のヒューマンタッチシフトなど業務革新による生産性向上に注力します。2nd Phaseでは、お客さまのデータと再配分した経営資源を生かしたグループのデータ分析基盤構築および“新しい”価値の提供を実施します。3rd Phaseは、2nd Phaseで構築したデータ分析基盤を基にしたビッグデータのAI分析・活用により、グループが提供する価値の拡充を推進し、4th Phaseでグループの目指すべき姿として、内閣府が提唱している日本の目指すべき未来社会の姿であるSociety 5.0の実現への貢献を目指しています。」

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1. 取締役会における決議を経て決定および公開
2. 取締役会または取締役会から委任を受けた会議体による決定事項等を取りまとめ、社内決議を経て公表



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1. おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画
2. 統合報告書 2023
3. 有価証券報告書

	公表日
	1. 2021年10月1日
2. 2023年11月17日
3. 2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1. 弊社HPに公表（記載個所：P.12、P.19、P.24）
https://www.okinawafg.co.jp/_themes/assets/file/Medium-term_management_plan305.pdf
2. 弊社HP（記載個所：P.31）https://www.okinawafg.co.jp/shareholder_investor/ofg_report/
https://www.okinawafg.co.jp/_files/00054126/2023_all.pdf
3. 弊社HPに公表（記載個所：P.4）
https://www.okinawafg.co.jp/_files/00054218/shoken_2024_2.pdf

	記載内容抜粋
	1. おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画
「戦略を推進するための体制・組織として、ICT統括部の設置等の経営体制を公表」（P12）しており、「グループ企業のシステム子会社との連携」（P19）や「外部企業との連携・協業によるオープンイノベーションを基本方針」（P24、「グループシナジー」「外部企業との連携・協業によるオープンイノベーション」）として位置づけ、おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画において公表している。

2. 統合報告書 2023
「DX推進による営業力強化」（P.31）：
目指すべき姿やビジネスモデル、ロードマップ等を実現するための営業力強化について、以下のとおり記載。
「（中略）トップライン伸長に資する再配置人材をデジタルの力でサポートし、グループ全体の情報連携・情報活用で飛躍的な提案力の向上を図るべき、次世代グループ情報基盤の検討を開始しました。
同情報基盤導入により、データ利活用によるプロモーションの最適化や非対面チャネルの効率化に加え、これまで個人の知見や経験則に頼っていた営業ノウハウを具体的な数字と関連付けて可視化・共有することで、チーム全体の営業効率をより高めていくといった効果を見込んでいます。」

デジタル技術を用いたデータ活用等に関する内容（P.31）：
戦略の具体策として以下のとおり記載。
「次世代グループ情報基盤活用の営業プロセス」「データ利活用によるプロモーションの最適化」「データに基づくマーケティング」「事業者向けバンキングサービスの先行利用開始」「ビズバン」「パソコンだけでなくスマートフォンで利用でき、お客さまの利便性向上」

DX推進、地域社会の課題解決等に向けた人材育成（P.15）：
「グループ全体でお客さまのDX推進をサポートする人材を育成」するため、ITパスポート等の資格取得を奨励しているほか、地域社会の課題解決に向けて、「地域事業者を支える多様な人材」の育成を目的に「沖縄県人材育成企業」の認証を受け、「M&Aシニアエキスパート」や「ファイナンシャルプランナー」等の資格取得も合わせて奨励している。

3. 有価証券報告書
レガシーシステム刷新に関する予算配分：
2023年度に実施した沖縄銀行の基幹システム更改にあたり予算配分を行い、有価証券報告書において「基幹システム更改に伴う関連費用の増加」（P.4）を公表

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1. 取締役会の決議を経て決定および公表
2. 取締役会または取締役会から委任を受けた会議体による決定事項等を取りまとめ、社内決議を経て公表
3. 取締役会の決議を経て決定および公表



1 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1. おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画（P.12、P.19、P.24）
2. 統合報告書 2023

	記載内容抜粋
	1. ICT統括部の設置等による体制整備：
戦略を推進するための体制・組織として、ICT統括部の設置等の経営体制を公表（P12）しており、グループ企業のシステム子会社との連携（P19）や外部企業との連携・協業によるオープンイノベーションを基本方針（P24、「グループシナジー」「外部企業との連携・協業によるオープンイノベーション」）として位置づけ、おきなわフィナンシャルグループ第1次中期経営計画において公表している。
2. DX推進、地域社会の課題解決等に向けた人材育成（P.15）：
「グループ全体でお客さまのDX推進をサポートする人材を育成」するため、ITパスポート等の資格取得を奨励しているほか、地域社会の課題解決に向けて、「地域事業者を支える多様な人材」の育成を目的に「沖縄県人材育成企業」の認証を受け、「M&Aシニアエキスパート」や「ファイナンシャルプランナー」等の資格取得も合わせて奨励している。



2 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	2. 統合報告書 2023（P.7、P.31）
3. 有価証券報告書（P.4）

	記載内容抜粋
	3. 統合報告書
ITシステム・デジタル技術活用の環境構築に向けた方策として以下を記載。
「ムーンショット目標達成に向けた3つの戦略」（P.7）：「トップライン伸長に資する経営資源の重点配分」「デジタルチャネルシフトへの重点的な予算配分」について公表
「次世代グループ情報基盤活用の営業プロセスイメージ」（P.31）：「次世代グループ情報基盤」を活用した営業プロセスのイメージとして、「データ利活用によるプロモーションの最適化」「データに基づくマーケティングでヒット率の高い見込情報の作成」「非対面チャネルを活用した効率的な提案活動、Web完結割合増加」を実施する方針を公表。
4. 有価証券報告書
レガシーシステム刷新に関する予算配分
2023年度に実施した沖縄銀行の基幹システム更改にあたり予算配分を行い、有価証券報告書において「基幹システム更改に伴う関連費用の増加」（P.4）を公表



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	決算説明資料（2023年9月期）

	公表日
	2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社HPにて公表（記載個所：P.41、36-37）
https://www.okinawafg.co.jp/_files/00054119/2023_9.pdf

	記載内容抜粋
	デジタル技術の活用による戦略の達成度を測る指標として「業務改革」による人員創出の目標100人を公表（P.41）
デジタル技術を用いたデータ活用を行うため、お客さまの取引データ取得や分析を行うためのツールとしてバンキングアプリ「おきぎんSmart」や「ローンWeb申込み」に関する指標を計測し公表（P.36-37）
（P.36）スマートフォンアプリ「おきぎんSmart」の登録者数は（中略）累計では19.5万人超となった。
（P.37）ローンWeb申込みの割合：2023年度 54.9%
なお、「ビズバン」については2024年4月から本格提供予定につき、同月以降の公表を検討する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2023年11月17日

	発信方法
	「統合報告書 2023」（P.5-9）にて発信
https://www.okinawafg.co.jp/_files/00054126/2023_all.pdf

	発信内容
	トップメッセージ（P.5-9）
デジタル技術活用等に関して、以下の内容を発信。
「おきなわフィナンシャルグループ（以下、OFG）は、沖縄県のあるべき姿の実現に向け、ともに成長する未来を見据えたとき、その実現には従来にない覚悟を持ったアプローチが欠かせないと考え、新たに「ムーンショット目標」を掲げました。ムーンショット目標は、2026年度に、2021年度比で連結経常収益が約100億円増加の600億円、連結当期純利益は約2倍となる100億円、連結ROEは6％程度と、ネーミングが示すとおり過去の延長線上にない高い目標に挑戦することで、OFGと地域社会の持続可能な成長・発展を実現する大きな飛躍を目指していきます。」（P.5）
「連結経常収益目標600億円の達成に向けて、2つの主な施策を進めています。１つ目は、貸出金利息および非金利収益の増加に向けた法人営業担当者の倍増と、専門チームによる人材育成です。2023年3月末時点で法人営業担当者は約130名いますが、1〜2年以内に倍の約250名まで増やしていきます。また、融資にとどまらない多角的な視点を身に付けてもらうために、職員にITパスポートなどの取得も促しています。2つ目は、グループ全体の生産性向上を目的とした次世代グループ情報基盤の整備で、営業支援システムや顧客管理システムを刷新していくことにより、グループ全体の劇的な生産性向上とDX実現を目指します。トップライン伸張の主な成長項目として、法人営業担当者の増強と営業スタイルの変革（リモート営業、顧客数は減らさず来店客数を減らすDX 化）、資金ニーズへのスピーディーな対応による利回り向上を図り、貸出金利息を2021年度比で51億円伸ばす計画です。また、観光業のV字回復や経済成長に伴うビジネスチャンスを捉え、リース、キャッシュレス決済、コンサルティングなどを強化することで、おきぎんリースやおきぎん JCBをはじめグループ各社とみらいおきなわの収益を2021年度比で51億円伸ばす計画です。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年10月頃　～　2024年1月頃（継続的に実施）

	実施内容
	IPAサイトよりダウンロードした「ＤＸ推進指標自己診断フォーマット」による自己診断を実施し、システムの現状および課題を把握している。
また「情報システム管理総点検実施結果報告」「OFG各社の情報システム点検結果報告」等を年1回以上実施し把握している。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2016年4月頃　～　2024年1月頃（継続的に実施）


	実施内容
	サイバーセキュリティ管理規則に基づき、ＣＳＩＲＴの活動として、平常時には情報収集や監視活動、啓蒙活動、人材育成などを実施している。活動例として、緊急時に備えインシデント発生時対応要領等にてコンティンジェンシープランを作成し計画的に訓練を実施している。
また、毎年PCIDSS認証を更新するなどPDCAサイクルも実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

